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JST研究プロジェクトの全体概要

都市 地域

再生可能エネルギー
供給ポテンシャル調査

地域金融調査

地域自然エネルギー
開発アクター調査

地域間連携制度構築
統合事業モデル構築

金融モデル
・地域社会参加型ファイナンス
地域モデル
・地域アクター参加による雇用開発

制度化モデル
・地域REの優先的購入事業モデル
・中長期的なRE購入見通しの確保
・需要想定

※モデル事業の実施では、都市＝東京都、地域＝北東北地方を連携パートナーとして想定

「地域間連携による地域エネルギーと地域ファイナンスの統合的活用及びその事業化研究」

九大チーム

法政大チーム

名古屋大チーム

ISEPチーム
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JST「地域間連携による地域エネルギーと地域ファイナンスの統合的活用及びその事業化研究」

JST研究プロジェクト実施計画(平成23年度)
★プロジェクト全体統括グループ(ISEP)
・地域間連携制度構築支援
・統合事業化モデル構築
・統合研究会・拡大ワークショップ（RELFF）・フォーラムの開催

★再生可能エネルギー供給ポテンシャル調査グループ(九州大)
・再生可能エネルギー供給ポテンシャル調査
・他地域への政策展開サポート
・再生可能エネルギー供給ポテンシャルデータベースの活用法検討
・再生可能エネルギーデータベースの公開

★ローカルファイナンス調査グループ（法政大）
・金融ポテンシャル調査
・地域再生可能エネルギー生産事業金融スキームの調査と体系化
・事業及び金融を支える広義の社会的ネットワークの掘り起こし

★地域再生可能エネルギー開発アクター調査グループ(名古屋大）
•アクターネットワーク調査
•地域再生可能エネルギー事業開発手法(ガイドライン



JST「地域間連携による地域エネルギーと地域ファイナンスの統合的活用及びその事業化研究」

プロジェクト推進体制
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地域拠点
づくり

ファイナンス
事業評価

地域事業化
支援

JST
統合事業化
モデル(ISEP)

環境省 地域推進体制構築事業

研修会・WS 協議会事業化支援

JST
拠点フィールド別
タスクフォース

・秋田県
・拠点地域
・復興支援地域

各種マテリアル

事業評価ツール(RETScreen)

・会合
・ワークショップ
・フォーラム

日本再生可能エネルギー協会(JREP)

JST
金融ポテンシャル
(法政大グループ)

再エネ・ローカル金融フォーラム(RELFF)

地域金融機関 事業評価機関 保証制度
JST

社会的合意形成
(名古屋大グループ)

三井物産
環境基金

トヨタ財団
(ISEP)

各種ガイドライン

ゾーニング

国の政策(FITなど)

自治体政策

民間制度

総務省 緑の分権改革

JST
導入ポテンシャル
(九大グループ)

JST
地域間連携

制度構築支援
(ISEP)



緑の分権

JST地域ファイナンス＆事業化

JST地域エネルギー事業人材づくり

継続

地域エネルギー支援(ハブ)
＜事業化データベース・事業化支援＞
（ファイナンス、事業化、政策、合意形成・ゾーニング等）

ハブ

地域エネルギー拠点づくり
（立ち上げ支援・地点拡大支援・事業拡大支援）

各地域

環境未来都市・総合改革特区

ネットワーク

関連

地域エネルギーの「人づくり」と「ご縁づくり」

環境省の地域体制構築支援事業 4

JST「地域間連携による地域エネルギーと地域ファイナンスの統合的活用及びその事業化研究」
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事業化

ルールと信用補完
(行政)

(市民)
主体的参加

地域エネルギーの事業化支援体制の構築

JST「地域間連携による地域エネルギーと地域ファイナンスの統合的活用及びその事業化研究」
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地域間連携 統合事業化プロセスと支援機関

開発準備 事業化検討 事業開発
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全国的なポテンシャ
ルの分布傾向

• 北日本の大きな再生可能エネルギーポテンシャルと
東京都の大きな電力需要

• →地域間連携の大きな可能性がある。

地域的な分析

• ポテンシャルは広範囲に分布している。
• →個々のプロジェクトではなくて、地域全体で発電施
設の分布を管理していく必要がある。

• 様々な状況の風力ポテンシャルが分布している。森
林地域（国有林、地域森林計画民有林）に大きなポテ
ンシャル。農業地域はポテンシャルは居住地域周辺
に多い。

• →それぞれの状況を想定した開発指針が必要。

再生可能エネルギー供給ポテンシャル調査(九大グループ)
再生可能エネルギーの導入ポテンシャルの活用方策を検討するにあたって、地
域のポテンシャルの分布と特徴を把握した上で、いろいろな開発シナリオを想定
し、開発の可能地域、不可地域の地域指定（ゾーニング)を検討する。
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GWh/year

52 GWh/年

風力の導入ポテンシャル分布の分析
⾵⼒が有望といわえれる北海道、⻘森県、岩⼿県、秋⽥県の中でさらに有望な市町
村の分布が明らかとなった。海岸沿い、⼭間部の市町村でポテンシャルが⼤きく評
価されている。

東京都

秋田県: 24,252GWh/年
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民生家庭電力

民生業務電力

民生電力需要 導入ポテンシャル

北日本 48,000GWh

東京都 74,000GWh 北日本 185,000GWh
東京都 8,120GWh

民生部門の電力需要と導入ポテンシャル
地熱：「平成２１年度再生可能エネルギー導入ポテンシャル調査報告書」内の導入ポテンシャル（kWh/年）
バイオマス：「バイオマス腑存量・利用可能量の推計～GISデータベース～」内の電力発電量利用可能量

風力
中小水力
太陽光
地熱
バイオマス
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エネルギー永続地帯2011年版速報(2011年10月17日発表)
自然エネルギー供給率(都道府県別:電力)

• 秋田県は自然エネ供給率が全国第2位(電力+熱：20%、電力のみ：29%)
• 電力29%の内訳：地熱発電12%、小水力発電10%、風力発電6%
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都道府県別の電力のエネルギー自給率の比較(民生部門)
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統合事業化モデル構築：事業ファイナンス・スキームの全体像

JST「地域間連携による地域エネルギーと地域ファイナンスの統合的活用及びその事業化研究」



• 事業開発ステージ： 事業開発ファンド(開発時のリスク資金を賄う)、政府等による支援制度
(JRECファンド・オブ・ファンヅ※1)

• 事業ステージ： 大手金融機関等によるプロジェクトファイナンス(設備導入などの初期導入費
用を賄うファイナンス)、地域金融(地域金融機関の参加、リレーションシップ・バンキング等)、
市民出資(対象者を拡大) → 国や地方自治体の債務保証制度(グリーンバンク※2)
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地域間連携による地域エネルギーと地域ファイナンス

統合事業化モデル構築: ファイナンス・スキーム

※1；欧州連合による途上国における再生可能エネルギー開発に対するリスクマネーを供給する公的資金の支援方策
(http://ec.europa.eu/environment/jrec/energy_fund_en.htm)
※2:グリーンバンク：米国のグリーンニューディール政策におけるCEDA(Clean Energy Development Administraion)の
様な役割(http://www.usgbc.org/ShowFile.aspx?DocumentID=6070)

図：地域エネルギー事
業のファイナンス・ス
キーム

•デューデリジェンス(財
務、事業の両面)の体制

•社会的合意ガイドライン
による評価手法

•政策によるリスク低減
(FIT制度など)

http://ec.europa.eu/environment/jrec/energy_fund_en.htm


• 事業評価ツール：RETScreenの活用検討

自然エネルギー事業評価ツール(ソフトウェア):
http://www.retscreen.net/ja/home.php

地域間連携による地域エネルギーと地域ファイナンス

事業評価手法の開発

5段階の標準分析
1. エネルギーモデル
2. コスト分析
3. 排出分析
4. 財政分析
5. リスク分析

開発パートナー：

開発：カナダ天然資源省
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http://www.retscreen.net/ja/home.php


地域に望ましいエネルギー事業(社会的合意形成)
立地地域へのインパクトが少なく、地域社会の発展に資する条件

手続きの透明性
• 規制的手法
• 公正かつ透明性のあるプロセス
•ステークホルダとの関係性構築
•歴史的・文化的文脈の尊重

利害バランスの公正性
• 所有モデル
• 地域の福利
• ウィン－ウィン関係の構築
• 付加価値

• 何が問題となり、誰が潜在的／顕在的利害関係者（当事者＝ステーク
ホルダ）になるのか

• どうすれば問題が解決するのか
– 風力プロジェクトによる影響そのものを減らす方法
– 技術的に排除しきれない問題への住民の反応に影響する要因
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• 県レベル・市町村レベルでの優先地域の設定(ゾーニング)
• 地域版事業ガイドラインの策定・認証方法・優遇策

– （環境影響評価）
– 優先地域の尊重
– 工事の地元発注
– 事業会社の資本構成
– 事業所の住所
– 資金調達（地元の金融機関・市民出資・ミニ公募債・・・）
– コミュニティーファンド
– ・・・



地域間連携による地域エネルギーと地域ファイナンス

地域タスクフォースにおける組織相関図(秋田タスクフォースの例)

事業化検討

勉強会

(ワークショップ)

ＪＳＴタスク
フォース事務局

•RELFF
•現地協力者

風の王国ＰＪ

•環境あきた県民
フォーラム

秋田県

•産業労働部

•温暖化対策課

•資源エネルギー産
業課

大潟村

•再生可能エネル
ギー推進委員会

地域金融機関

• 大潟村農協

• 秋田銀行

• 北都銀行など

秋田県

• 特区構想

湯沢市

• 地熱プロジェクト

知見のアウトプット
とインプット

秋田フォーラムの開催：
2010年8月24日
2011年10月27日



再生可能エネルギー地域体制構築支援事業(環境省)

• 支援組織：一般社団法人 日本再生可能エネルギー協会(JREP)
• 地域拠点での事業化や社会的合意形成の為のガイドラインづくり等を支援

16

拠点地域
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環境省「平成23年度再生可能エネルギー地域推進体制構築支援事業」

チャレンジ枠(5地域)
• 秋田県、山形県、東京都世田谷区など

「一般社団法人 日本再生可能エネルギー協会」

地域での実施体制の構築支援

・コーディネーター等の育成
・事業化協議会の設置支援

・地域住民参画型の再生可能
エネルギー事業化検討の支援

支援組織



東北復興エネルギー戦略 ISEP「3.11後のエネルギー戦略ペーパーNo.3」より

【日本のエネルギー構造の旧来からの問題点】
・集中型電源（原子力＋石炭＋石油）偏重 ⇒ 分散型電源（再生可能エネルギー）軽視
・海外からの輸入資源（ウラン＋化石燃料）に全面依存 ⇒ 海外リスク（資源価格の高騰）に脆弱、日本経済を圧迫
・電力需給の地域独占（10地域電力会社）体制 ⇒ 送電網の近代化の遅れ（東西周波数問題・北本連系の能力不足）
・閉鎖的な政策決定プロセスと業界体質 ⇒ 国際潮流（再エネ急成長）の見誤り、改革機会の喪失（トラブル隠し）
・省エネルギー大国神話 ⇒ 一点豪華的な省エネシステム(高効率機器＋低効率建築物)と政策(排出量取引制度等)の不在

【東北地方における新たな問題の発生】
生活基盤（産業、街区）の破壊、エネルギー需給体制への信頼喪失、海外からの投資消極化（原発リスクを重大視）

復興過程での改革

【ビジョン】
■ 東北地方を世界でもっとも持続可能性の高いエネルギーエリアとする
■ 2020年までの再生可能エネルギーの域内導入目標を100％とする
そのために、

〈再生可能エネルギー普及〉 〈エネルギー効率最大化〉 〈エネルギー需給体制の抜本改革〉 を強力に推進

・再生可能エネルギー及び省エネルギー技術を活用した生活基盤の総合的な再生
・再生可能エネルギー関連産業を新しい基幹産業として位置づけ
・再生可能資源の活用、住民の意欲を支援する仕組みづくり

再生可能エネルギーの急速な普及
・固定価格買取制度＋地域特別ルール

（買取価格の上乗せ等）
・グリーン熱オブリゲーション

（太陽熱等の利用義務）
・再エネ利用ゾーニングの優先設定

【具体策】 エネルギー効率最大化
・建築物エネルギー評価義務化
・産業等へ高効率機器を導入

（補助、公的融資要件）
・コンパクトシティ

（集住、LRT等の検討）

エネルギー需給体制の抜本改革
・関東、東北送電網の公有化

（公的資金の集中導入を可能に）
・電力系統強化、東西共通化の推進

（西に適合させる10カ年計画）
・再エネ優先接続の義務化



東北復興エネルギー戦略

東北2020年・自然エネルギー100%プラン
• 2020年までに自然エネルギーによる電力の東北域内導入目

標を100%とする(電力需要を80%程度に削減の上)。
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15% 100%自然エネルギー比率



東日本大震災 被災地 復興支援

自然エネルギーでつながる、つなげる
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太陽熱温水器
約30件設置済み

太陽光
約120件設置済み

バイオマス
約6か所設置済み

2011年12月1日現在



東日本大震災 被災地 復興支援「つながり・ぬくもりプロジェクト」

■幹事団体：
環境エネルギー政策研究所、
ぐるっ都地球温暖化対策協議会、
自然エネルギー事業協同組合レクスタ、
WWFジャパン、
バイオマス産業社会ネットワーク

■協力団体：21団体
■支援実績：太陽光約120ヶ所、太陽熱約30ヶ所、

バイオマス約6ヶ所
■寄付総額：5,600万円
■被災された方の雇用：太陽光4人、太陽熱6人

（2011年12月1日現在）
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地域間連携による地域エネルギーと地域ファイナンス

今後の課題と進め方

22

1. 地域金融（直接・間接）を活用しうる公的金融の役割と仕組み、
これをサポートするための機能を明らかにし、実現可能性のあ
る統合事業化モデルを検討・提示する。

2. 各グループの研究開発の成果と統合事業化モデルの検討結
果をもとに、モデル事業を進めることを想定して、事業とファイ
ナンスの基本的なスキームやその具体的な手順、地域主体の
立ち上げ・支援・コミュニケーション方法などを含む経験的知見
を「地域間連携による再生可能エネルギー事業実施ガイドライ
ン(仮称)」等としてまとめる。

3. 各省庁が実施もしくは検討中の地域再生可能エネルギー関連
政策を活用した展開可能性を検討し、本研究成果が社会技術
として活用されうる可能性を追求する。
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